
 

令和２年第１回中津川市議会（定例会） 

提出予定議案 

令和２年第１回中津川市議会（定例会）に、条例１３件、人事２件、その他７件、

補正予算７件、当初予算８件、合計３７件の議案を提出します。 

 
（条 例） 
 
１、中津川市積立基金条例の一部改正について 

森林環境譲与税基金を設置するため、改正する。 

①森林整備等の事業を進めるにあたって、森林環境譲与税を活用し、将来の森林整備の備え

とするため、基金を設立する。 
 

②条例に森林環境譲与税基金を加える。 
 

③施行期日 公布の日 

 
２、中津川市工場立地法に基づく準則を定める条例の制定について 

工場立地法で規定される緑地及び環境施設の面積割合を緩和し、企業の生産活動を支援するため、

制定する。 

①工場立地法により一定規模以上の工場に対し生産施設、緑地、環境施設の面積割合を定め

られているが、市内企業からは、新たな用地確保が難しいことから敷地内での増設を進め

たいとして、緑地等の面積割合の緩和が求められている。 

面積割合は地域の実情に応じて条例で定められることとなっており、企業の生産活動を支

援するため、面積割合を緩和する条例を制定する。 
 

②緩和割合は当市の市街化状況や用途区域の性格等を踏まえ以下のようにする。 
【現行（法の規定）】   

区域 緑地及び環境施設の割合 うち緑地の割合 

全域 ２５％以上 ２０％以上 
  

【条例の規定】   
区域 緑地及び環境施設の割合 うち緑地の割合 

準工業地域 １５％以上 １０％以上 

工業地域、工業専用地域 １０％以上 ５％以上 

用途地域以外の地域 １０％以上 ５％以上 

※その他の用途地域（住居地域、商業地域等）は現行のままとする。 
 

③施行期日 令和２年４月１日 
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３、中津川市印鑑条例の一部改正について 

印鑑登録証明事務処理要領の一部改正に伴い、改正する。 

①成年被後見人等の権利の制限に係る措置の適正化等を図るための関係法律の整備に関する

法律の施行に伴い、印鑑登録証明事務処理要領の一部が改正された。 
 

②印鑑の登録を受けることができないものとして規定した「成年被後見人」を「意思能力を

有しない者」に改正する。 

 印鑑登録証明事務処理要領の一部改正に合わせ条文を整備する。 
 

③施行期日 公布の日 

 
４、中津川市手数料条例の一部改正について 

通知カードの廃止及び住民基本台帳法の一部改正に伴い、並びに地方公共団体の手数料の標準に

関する政令に準じるため、改正する。 

①行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に関する法律の規定による通

知カード及び個人番号カード並びに情報提供ネットワークシステムによる特定個人情報の

提供等に関する省令の一部改正により通知カードが廃止されるため、通知カードの再交付

手数料の規定を削除する。 

②住民基本台帳法の一部改正により、「除票の写し等の交付」及び「戸籍の附票の除票の写し

の交付」が明文化されたため、除票の写し等交付手数料及び戸籍の附票の除票の写し交付

手数料を加える。 

③臨時運行許可申請手数料(仮ナンバー)を「地方公共団体の手数料の標準に関する政令」の標

準額に合わせるため、臨時運行許可申請手数料の金額を「650円」から「750円」に改める。
 

④施行期日 令和２年４月１日。ただし、①は、デジタル手続法の公布の日から１年以内で

政令で定める日又は、公布の日のいずれか遅い日から施行する。 

 
５、中津川市老人福祉施設等の設置等に関する条例の一部改正について 

老人福祉施設の３施設を用途廃止するため、改正する。 

①次の施設を用途廃止する。 

・中津川市付知東ふれあいセンター 

・中津川市付知南ふれあいセンター 

・中津川市付知北ふれあいセンター 
 

②施行期日 令和２年４月１日 

 
６、中津川市家庭的保育事業等の設備及び運営に関する基準を定める条例の一部改正について 

家庭的保育事業等の設備及び運営に関する基準の一部改正に伴い、改正する。 

①地方からの提案において、代替保育に係る連携施設の確保義務の緩和、自園調理に関する

規定の適用猶予期間の延長、食事の提供の特例に係る外部搬入施設の拡大などが提出され

た。これにより家庭的保育事業等の設備及び運営に関する基準が改正されたため、改正す

る。 
 
 



 

②連携施設の確保 
・代替保育に係る連携施設の確保義務の緩和 
・連携施設を確保しないことができる経過措置の延長 
・卒園後の受け皿の提供を行う連携施設の確保義務の緩和 
・満３歳以上児を受け入れている保育所型事業所内保育事業所の連携施設確保義務の免除 

 

③自園調理の充足 
・自園調理が充足できていない場合の猶予期間の延長 
・外部搬入事業者の緩和 

 

④施行期日 公布の日 

 
７、中津川市特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業の運営に関する基準を定める条例

の一部改正について 

子ども・子育て支援法に基づく特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業の運営に関する基準

の一部改正に伴い、改正する。 

①家庭的保育事業等の設備及び運営に関する基準において、連携の要件等が緩和されたこと

に伴い、中津川市家庭的保育事業等の設備及び運営に関する基準を定める条例の一部改正

と連動して整備を行う。 
 

②連携施設 
・代替保育に係る連携施設の追加 
・連携施設を確保しないことができる経過措置の延長 
・卒園後の受け皿の提供を行う連携施設の確保義務の緩和 
・満３歳以上児を受け入れている保育所型事業所内保育事業所の連携施設確保義務の免除 

 

③施行期日 公布の日 

 
８、中津川市放課後児童健全育成事業の設備及び運営に関する基準を定める条例の一部改正

について 

放課後児童健全育成事業の設備及び運営に関する基準の一部改正に伴い、改正する。 

①厚生労働省令において、市町村が条例で基準を定めるに当たっては、放課後児童健全育成

事業に従事する者及びその員数については事業の設備及び運営に関する基準に従い定める

ものとし、その他の事項については設備運営基準を参酌するものとされている。 

令和２年の改正において、事業に従事する者及びその員数を含む全ての事項について、設

備運営基準を参酌することと改正されるため、市の基準を定めている条例を改正する。 
 

②放課後児童支援員の配置要件について、市長が特に認める場合には、放課後児童支援員の

数を１人とすることができることとする。 
放課後児童支援員の研修修了の経過措置について、研修を修了しなければいけない期間を

令和５年３月３１日まで延長する。 
 

③施行期日 令和２年４月１日 

 
 
 
 



９、中津川市病院事業の設置等に関する条例の一部改正について 

中津川市新公立病院改革プランに基づき、病院機能を再編するため、改正する。 

①泌尿器科及び耳鼻いんこう科について、市民病院の受入れ態勢が整ったため、中津川市国

民健康保険坂下診療所の診療科目から当該２科を削り、市民病院に集約する。 
 

②施行期日 令和２年４月１日 

 
10、中津川市火葬場の設置等に関する条例の一部改正について 

火葬場の使用料を改定するため、改正する。 

①市外使用料を本市住民使用料に３０割を増額（４倍）した額とする。 

区分 本市住民 市外（改正前） 市外（改正後） 

死体 

１２歳以上 

１２歳未満 

死産児 

産汚物、胞衣及び手術肢体 

5,000円

3,000円

2,000円

 630円

10,000円

6,000円

4,000円

1,260円

 

20,000円 

12,000円 

 8,000円 

 2,520円 
 

②施行期日 令和２年４月１日 

 
11、中津川市国民健康保険条例の一部改正について 

国民健康保険法施行令の一部改正に伴い、改正する。 

①国民健康保険法施行令が一部改正され、応益分の軽減判定基準及び基礎賦課額、介護納付

金課税額について改正されたため、次の通り改正する。 
 

②保険料賦課限度額を引き上げる。 
 基礎賦課分 後期高齢者分 介護納付金分 合 計 

現 行 610,000円 190,000円 160,000円 960,000円

改正後 630,000円 190,000円 170,000円 990,000円
 

③軽減判定所得で世帯判定人数に乗じる額を引き上げる。 
 ２割軽減基準額 ５割軽減基準額 

現 行 33万円＋51万円×被保険者数 33万円＋28万円×被保険者数 

改正後 33万円＋52万円×被保険者数 33万円＋28.5万円×被保険者数
 

④施行期日 令和２年４月１日 

 
12、中津川市消防本部消防手数料条例の一部改正について 

危険物製造所等の完成検査済証の再交付に係る手数料を定めるため、及び地方公共団体の手数料

の標準に関する政令の一部改正に伴い、改正する。 

①危険物製造所等の完成検査済証の再交付にかかる手数料が個別に定められていない。 

高圧ガス設備の検査等の事務に圧縮水素自動車燃料装置用容器が加えられたことに伴い、地

方公共団体が標準とされている地方公共団体の手数料の標準に関する政令が改正された。 
 



②危険物製造所等の設置・変更許可書の再交付に関する手数料の規定に完成検査済証の再交

付に関する手数料を加える。 

 高圧ガス設備の容器検査の対象に圧縮水素自動車燃料装置用容器を加える。 
 

③施行期日 令和２年４月１日 

 
13、中津川市消防団条例の一部改正について 

消防団員の定員及び手当の額の変更並びに団員に支給する手当から共助会費を控除するため、改

正する。 

①団員の定員を１，９３８人から１，８２８人に変更する。 

機能別団員の定員を２５０人から３００人に変更する。 
 

②班長及び団員並びに出場・訓練・警戒の手当を次のように改める。 
区分 現在の手当 改正後の手当 

班長 

団員 

２４，０００円

２０，０００円

２５，０００円 

２３，０００円 

出動・訓練・警戒 １，１００円 １，６００円 
 

③手当から共助会費を控除できるようにするため、条文の追加を行う。 
 

④施行期日 令和２年４月１日 

 
（人 事） 
 
１、中津川市公平委員会委員の選任につき同意を求めることについて 

選任予定者 馬場
ば ば

 啓子
けいこ

 （再任） 

 
２、人権擁護委員候補者の推薦につき意見を求めることについて 

推薦予定者 三宅
みやけ

 秀
ひで

雄
お

 （再任） 

 
（その他） 
 

１～４、事務の委託に関する規約の一部改正に関する協議について 

①住民基本台帳法の一部改正により、「除票の写し等の交付」及び「戸籍の附票の除票の写し

の交付」が明文化されたことに伴い、東濃５市における証明書の交付等に係る事務委託に

関する規約に上記を追加する必要があるため、協議する。 
 
②施行期日 令和２年４月１日 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 



５、財産の無償譲渡について 

①譲渡財産 
中津川市情報通信ネットワーク整備事業で構築した光ファイバケーブル設備及び付属設備

（平成２１年度整備分） 
延長 ２３５，８４４ｍ 

 

②譲渡の相手方 
 岐阜県岐阜市梅ヶ枝町二丁目３１番地 
  西日本電信電話株式会社 岐阜支店 
   支店長 徳升 良弘 
 

③譲渡の条件 
現在提供中の通信サービス及び新たな通信サービス等の提供に使用すること。 

 
６、工事請負変更契約の締結について【初日議決】 

・工事名 坂本２９０号線道路改良工事（第３工区） 
 

・契約の方法 指名競争入札 
 

・契約金額  変更前 １８０，３６０，０００円 
       変更後 １９８，８０８，１００円 
 

・契約の相手方 中津川市千旦林１５８５番地の１９ 
         株式会社 加藤工務店 
          代表取締役 加藤 政太郎 

 
７、矢平辺地に係る総合整備計画について 

①計画区域 中津川市矢平地域（福岡） 
 

②計画期間 令和２年度から令和６年度まで 
 

③計画内容 スクールバス整備事業 

 
（補正予算） 
 
１ 令和元年度中津川市一般会計補正予算【初日議決】 

２     〃    国民健康保険事業会計補正予算【初日議決】 

３     〃    農業集落排水事業会計補正予算【初日議決】 

４     〃    特定環境保全公共下水道事業会計補正予算【初日議決】 

５     〃    介護保険事業会計補正予算【初日議決】 

６     〃    後期高齢者医療事業会計補正予算【初日議決】 

７     〃    病院事業会計補正予算【初日議決】 

 

 

 

 



（当初予算） 
 
１ 令和２年度中津川市一般会計予算 

２     〃    国民健康保険事業会計予算 

３     〃    駅前駐車場事業会計予算 

４     〃    介護保険事業会計予算 

５     〃    後期高齢者医療事業会計予算 

６     〃    水道事業会計予算 

７     〃    下水道事業会計予算 

８     〃    病院事業会計予算 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 お問い合わせ先 

総務部 総務課 担当者：石原 豊 
電話：0573-66-1111（内線442） 

 


